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在宅高齢者が健康支援を目的としたWebアプリケーションを
利活用するために必要な要素

館岡　周平 1, 2　　谷口　敬道 3, 4　　杉原　素子 3　　平野　大輔 3, 4

　抄　録
目的：在宅高齢者が健康支援を目的としたWebアプリケーションを利活用するために必要な要素を明らかにする．
方法：在宅高齢者 257名を対象に，健康支援を目的としたWebアプリケーションに関する質問紙調査票を実施
し，得られた自由記載を質的に分析した．
結果：対象者から得られた 198の文脈単位から 324の記録単位が抽出された．抽出された記録単位を意味内容の
類似生に基づき分類した結果，在宅高齢者が健康支援を目的としたWebアプリケーションを利活用するために
必要な要素を表す 20サブカテゴリーと 8カテゴリーが生成された．生成された 8カテゴリーは，使いやすさ，
ICTの利活用機会，価格の配慮，安全性，様々な交流，社会参加，個人に適した内容，自己理解である．
結論：本研究で得られた要素が，在宅高齢者への健康支援を目的としたWebアプリケーションの開発，運用の
際に必要な要素となる可能性が示唆された．
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Ⅰ．はじめに

1．本研究の背景

　我が国の平均寿命は，2016年で男性 81.0歳，女性

87.1歳であるのに対し，健康寿命は，男性 72.1歳，女

性 74.8歳であり 1），男女ともに，日常生活に制限のあ

る期間を長く過ごすことがわかる．健康寿命を延ばす

ことは医療費や介護給付費などの社会保障負担の軽減

にも効果をもたらすため 2），超高齢化に伴う社会保障

費の急増が懸念されている我が国にとって 3），高齢者

の健康増進や介護予防など，平均寿命と健康寿命の差

を縮小していくことは急務の課題である．

　近年は，高齢社会の健康増進に対する支援のデジタ

ル化が進んでおり 4），健康に関する問題に対し，情報

通信技術の使用は世界的に急速なスピードで広がって

いる 5）．情報通信技術の進展により，生活の利便性が

向上し，特に高齢者や障害者にとっては情報通信技術

を利活用することにより，在宅での社会参加が可能と

なるなど大きなメリットが期待される．我が国では，

世界最先端の医療の実現のための医療・介護・健康に

関するデジタル化・ICT（Information and Communication 

Technology；情報通信技術）化を進める方針を打ち出

し 6），それに伴い，ICTやAI（Artificial Intelligence），IoT

（Internet of Things）などの先端デジタル技術（以下，デ

ジタル技術）を活用して，新しい製品やサービスを生

み出す動きは，医療や介護，健康管理の分野にも広がっ

ている．高齢者のデジタル技術の利用に関しては，イ

ンターネット料金の低廉化 7）や，ICTの利活用に関す

る高齢者のユーザビリティに関する指針も示され 8, 9），
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近年は，インターネットなどデジタル技術の利用者の

割合は増加傾向にある．2017年における個人の年齢階

層別インターネット利用率 10）は，65～ 69歳は 67.9％，

70～79歳は 46.7％と，比較すると 21.2％の差は認めら

れるが，デジタル技術は高齢者にも身近なものとなり

つつある．これらのことから，在宅高齢者への介護予

防や健康寿命の延伸への対策に，デジタル技術を活用

した健康支援は盛んになっていくことが予測できる．

また，我が国では，2020年度から小学校でのプログラ

ミング教育が必修となり 11），医療分野ではニコチン

依存症を治療する機能を持っているWebアプリケー

ション 12）が活用され始めている．これらから，関わ

りの強度に差はあっても，利用や開発のしやすさから

医療従事者がWebアプリケーションに関わる機会は

増えてくると考えられる．そして，我が国の医療・介

護・健康に関するデジタル化・ICT化を進める方針か

ら，高齢者の健康寿命の延伸の対策に，健康支援を目

的としたWebアプリケーションが利活用される可能

性がある．

　我が国における高齢者本人にとっての ICT利活用効

果として，2008年の報告では，楽しみ・喜び・刺激・

安心感の提供，居場所と役割の形成，コミュニケー

ションやアクティビティの増加，健康面の改善，意欲

と生活満足度の向上，の5つの効果が示されている 13）．

Kampmeijerら 14）の，高齢者への健康増進や一次予防

における eHealthおよび mHealthツールを活用した効

果についての文献レビューでは，高齢者への eHealth

および mHealthツールを活用した支援は身体活動の増

加に有効であると報告されており，高齢者が効果的に

eHealthおよび mHealthツールによる支援を活用する

には，モチベーションとサポートが大きく影響すると

述べている．我が国でも，デジタル技術を活用した健

康支援の利活用の効果についての報告は散見されてい

るが 15-19），国外のデジタル技術を活用した健康支援の

報告と比較すると極めて少ない．Takahashi20）らは，日

本の一般市民は依然として対面でのコミュニケーショ

ンや雑誌など伝統的な情報源を重視しており，健康関

連情報を入手するためにデジタル技術を広く使用して

いない可能性を指摘している．そして，国民皆保険の

日本の文脈では，保険でカバーされる治療は，保険で

カバーされない治療と一緒に実行されず，ほとんどの

医療専門家や医療機関は，デジタル技術を利活用した

コミュニケーションを促進していないと述べている．

また，近年，欧米やアジアの先進国では，ヘルスケア

サービスの一つとして，ウェラブル端末を通して取得

したデータを活用するサービスが盛んに行われている

が，日本は認知度，利用意向ともに 5割以下と低い水

準である 21）．これらからも，日本では，デジタル技

術やデータを活用した健康増進施策の有用性が広く認

知されていないと考えられる．

　デジタル技術を活用した一次予防への健康支援は，

幅広い肯定的な結果をもたらしているが 14），海外と

は文化の違いや価値観，デジタル技術を活用した医療

サービスの普及率なども違うため，国外で効果のある

デジタル技術による支援を，一概には我が国に適応で

きないと考えられる．Smith22）は，高齢者の大多数が

新しいデジタル技術の使い方を学ぶ際の支援またはサ

ポートが必要と報告しており，対象となる高齢者がデ

ジタル技術を利活用することに困難さがある場合，肯

定的な効果は妨げられる可能性が考えられる．した

がって，新しい技術を高齢者に適応させるためには，

厳密に開発し，適切にデバイスやシステムを選択しな

ければならない．また，Klimovaら 23）は，高齢者が

eHealthサービスを利活用するためには，eHealthサー

ビスを利用する意欲を示さない高齢者が持つ制約を理

解することが重要と報告している．したがって，高齢

者に対する健康支援を目的としたデジタル技術を提供

する際は，高齢者がデジタル技術を利活用するために

必要な要素を理解することが重要と考えられる．しか

し，我が国の在宅高齢者が健康支援を目的としたデジ

タル技術を利活用していくために必要な要素について

は明らかにされていない．そこで，今回は，利用や開

発のしやすさから医療従事者が関わる機会が増えてい

くと考えられるWebアプリケーションについて，高

齢者が利活用するために必要な要素を明らかにしたい

と考えた．
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　なお，デジタル技術を利活用したヘルスケアや介護

予防分野については，Digital health, Health Tech, eHealth, 

mHealthなど様々な用語が使用されているが，明確な

定義はなく，Shaw ら 24）は eHealthに関連する用語の

定義と使用には一貫性が欠如しているとも述べてい

る．本研究では，デジタル技術を利活用した介護予防

分野の中の取り組みの一つと考えられる，Webアプ

リケーションを利活用した介護予防の取り組みを，健

康支援を目的としたWebアプリケーションと表し，

介護予防分野でWebアプリケーションを利活用した

高齢者への健康支援の一助にしたいと考えている．

2．用語の定義

1）Webアプリケーション

　Webアプリケーションとは，Webページと共通の技

術を応用して構築・運用されるアプリケーションソフ

トであり，プログラムやデータの主要部分はWebサー

バ上に置かれ，利用者はWebブラウザを利用して，

Webサーバに接続することで，動作するアプリケー

ションソフトとされている 25）．Webアプリケーション

はインターネット環境があればパーソナルコンピュー

ターやスマートフォンといったインターネットと親和

性の高いツールを使ってどこからでも情報を閲覧でき

る．また，新たなソフトをダウンロードしなくてもブ

ラウザ 1つあれば利用でき，システムを開発するため

の無料ツールも多い．このようにWebアプリケーショ

ンは情報へのアクセスのしやすさ，開発のしやすさと

いう点で優れている．本研究では，Webブラウザを

通し，Webサーバやデータベースといったツールを

組み合わせて情報を閲覧や操作するものをWebアプ

リケーションとした．

2）高齢者の健康と健康支援

　本研究の対象である高齢者の健康の定義を，Pender26）

の「健康とは，目標に向けた行動，適切なセルフケア，

そして良好な人間関係をとおして，先天的・後天的に

人間の可能性を実現することであり，同時に，身体の

統合性を維持し，環境と調和を保つために必要のつど

調整を行うことである」とした．そして，健康支援は，

高齢者の健康生活を保持する活動を支援することとし

た．

3．本研究の目的

　我が国における 65歳以上の在宅高齢者が健康支援

を目的としたWebアプリケーションを利活用するた

めに必要な要素を明らかにし，健康支援を目的とした

Webアプリケーションを開発，実装するための基礎

資料とすることを目的とする．

　なお，倫理的配慮として，質問紙調査に関しては，

目白大学における人および動物を対象とする研究に係

る倫理審査委員会の承認（承認番号：19-006）を得て

実施した．対象者には事前に本研究の目的と実施内容

について書面と口頭で説明を行い，研究参加に関して

同意を得て行った．

Ⅱ．方法

1．対象者

　対象者は 65歳以上の在宅高齢者であり，東京都練

馬区（人口：742，622人，65歳以上の高齢者人口比率：

21.7%）27）（2020年 6月 1日現在）在住で，介護予防

事業の参加者と，練馬区が主催する健康関連イベント

の参加者とした．

2．調査方法

　調査期間は2019年5月から2019年10月までであり，

介護予防事業と健康関連イベントを担っている練馬区

の各担当部署の協力を得て，各介護予防事業の活動日

と健康関連イベントの当日に，対象者に対し，本研究

の概要，目的，学術的利用を目的とした質問紙調査で

あることを，口頭と紙面にて説明し，健康支援を目的

としたWebアプリケーションに関する質問紙調査票

（以下，調査票）の同意欄にチェックを付けて提出し

た時点で研究協力に同意を得たこととした．研究協力

に同意した対象者には，その場で調査票を配布し，記

載・提出を求めた．調査票の調査項目は選択式 3項目

と，自由記述式 1項目である．
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3．調査内容

　調査内容は個人の基本情報（①性別，②年齢，③要

介護度，④家族構成）と，選択式の質問として，①所

持しているインターネット情報が得られる機器，②イ

ンターネットの利用頻度，③健康支援を目的とした

Webアプリケーションへの関心について回答を求め

た．また，健康支援を目的としたWebアプリケーショ

ンを利活用するために必要な要素について自由記述式

で回答を求めた．調査票は，練馬区の介護予防事業担

当者に，質問内容の構成を設ける際に意見をもらった．

また，65歳以上の高齢者 2名を対象に予備的調査を

行い，質問項目の修正を加えて最終版を作成した．

4．分析方法

　得られた個人の基礎情報と選択式項目の回答データ

は，総数に対する割合は単純集計にて百分率（％）で

算出した．なお，複数回答が可能な項目は，有効回答

数を母数とし，選択肢ごとの合計を百分率（％）で算

出した．また，年齢は平均値を算出した．自由記述に

対しては，すべての回答データをテキスト化し，

Berelsonの内容分析の手法を参考に分析を行った 28）．

この手法は，言語的に記述されたものを，体系的に定

量化し，数量的にデータ化するという特徴を持つ．以

下に，手順を示す．

1）記録単位の抽出

　正確な内容を把握するために，1名の対象者の自由

記述内容全体を一文脈単位とした．文脈単位から記録

単位を抽出するために本研究の目的である「在宅高齢

者が健康支援を目的としたWebアプリケーションを

利活用するために必要な要素」に対する回答文「在宅

高齢者が健康支援を目的としたWebアプリケーショ

ンを利活用するために必要な要素は〇〇である」を設

定した．この空欄（〇〇）に，あてはまる記述部分を

記録単位として抽出した．

2）サブカテゴリー化およびカテゴリー化

　記録単位から内容，意味が類似した記録単位を探し，

サブカテゴリー化し，さらに各サブカテゴリーに共通

する内容，意味を導き出し，命名する事でカテゴリー

化を行った．

3）記録単位の出現率の算出

　分母をすべての記録単位数，分子を各カテゴリー，

サブカテゴリーの記録単位数として割合を算出し，出

現率（％）とした．

　抽出された記録単位からサブカテゴリー化およびカ

テゴリー化を行う作業は，これまでに高齢者へのアン

ケートを使用した研究経験のある研究者 3名とともに

実施し，カテゴリーの分類や命名の精選を繰り返し行

い，データに忠実に解釈が行われるよう努めた．また，

研究協力者である，介護予防事業と健康関連イベント

の担当者 3名にも分析結果の確認を依頼し，分析の真

実性の確保に努めた．

Ⅲ．結果

1．対象者の属性と選択式質問から得られた結果

　12の介護予防事業の参加者 164名（有効回答率

64.3％，女性 129名，男性 35名，平均年齢 74.3±8.4歳）

と，健康関連イベントの参加者 93名（女性 75名，男

性 18名，平均年齢 78.0±5.8歳）の計 257名（女性

204名，男性 53名，平均年齢 75.6±7.7歳）から有効

回答を得た．表 1に対象者の属性，表 2に質問紙調査

の結果（選択項目）を示す．

　所持しているインターネット情報が得られる機器に

ついては，「スマートフォン」100名（38.9%），「携帯電

話・PHS」78名（30.4%），「パソコン」76名（29.6%），

「タブレット型端末」37名（14.4%），「インターネット

に接続可能なテレビ」19名（7.4%），「持っていない」

78名（30.4%）であり，70％程度の方は何らかのイン

ターネット環境を有していた．インターネットの利用

頻度は，「ほぼ毎日」88名（34.3%），「週に 4～ 5日程度」

14名（5.4％），「週に 2～ 3日」18名（7.0％），「週に 1

日程度」14名（5.4％），「月に 2～ 3日」9名（3.5％），

「全く利用していない」114名（44.4%）であり，55%

程度の方は生活の中で実際にインターネットに接する

機会があった．

　健康支援を目的としたWebアプリケーションへの

関心については，「かなり関心がある」51名（19.9%），
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「まあまあ関心がある」100名（38.9%），「あまり関心

がない」45名（17.5％），「まったく関心がない」61名

（23.7％）であり，60%程度の方はある程度の関心が

あった．関心があると回答した対象者の内，男女別の

割合は，男性は 33名（男性全体の 62.2％），女性は

118名（女性全体の 57.8％）と大きな差は認められず，

インターネットをほぼ毎日利用している人は 66名（ほ

ぼ毎日利用している人全体の 40.3％），全く利用して

いない人は 46名（インターネットを全く利用してい

ない人全体の 75.0％）と，利用している人の方が関心

は高い傾向であった．

2．自由記述より得られたデータから生成された分類

　得られた 198の文脈単位から 324の記録単位が抽出

され，意味内容の類似性に基づき分類した結果，在宅

高齢者が健康支援を目的としたWebアプリケーション

を利活用するために必要な要素を表す 20サブカテゴ

リーと 8カテゴリーが生成された（表 3）．以下に，20

サブカテゴリー，8カテゴリーと各々の記録単位数：

出現率を示す．なお，サブカテゴリーは〈　〉で示し，

具体例は「　」で表している．生成された8カテゴリー

は，使いやすさ，ICTの利活用機会，価格の配慮，安

全性，様々な交流，社会参加，個人に適した内容，自

表 1　対象者の属性

質問項目 選択項目 人数（人） 割合（％）
①　性別 男性  53 20.6%

女性 204 79.4%

②　年齢 75.6±7.7

③　要介護度 介護度なし 235 91.5%
要支援 1  12  4.7%
要支援 2   5  1.9%
要介護 1   5  1.9%

④　ご家族構成（同居） 独り暮らし  84 32.7%
夫婦二人暮らし  96 37.4%
息子或いは娘との 2世帯暮らし  49 19.1%
その他  25 10.8%

表 2　質問紙調査の結果（選択項目）

質問項目 選択項目 人数（人） 割合（％）

①　所持しているインターネット情報
が得られる機器
（複数回答可能）

スマートフォン 100 38.9%
携帯電話・PHS  78 30.4%
パソコン  76 29.6%
タブレット型端末  37 14.4%
インターネットに接続可能なテレビ  19  7.4%
持っていない  78 30.4%

②　インターネットの利用頻度
（単一回答のみ）

ほぼ毎日  88 34.3%
週に 4～5日程度  14  5.4%
週に 2～3日程度  18  7.0%
週に 1日程度  14  5.4%
月に 2～3回程度   9  3.5%
全く利用していない 114 44.4%

③　健康支援を目的としたWebアプリ
ケーションへの関心
（単一回答のみ）

かなり関心がある  51 19.7%
まあまあ関心がある 100 38.9%
あまり関心がない  45 17.5%
まったく関心がない  61 23.7%
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表 3　在宅高齢者が健康支援を目的としたWebアプリケーションを利活用するために必要な要素
カテゴリー

（記録単位数・出現率）
サブカテゴリー

（記録単位数・出現率） 具体的内容

使いやすさ
（133/41.0％）

自分のペースで実施できる
（31/9.5％）

自分のペースで行える/その日の体調や外出の忙しさがどうなっている
か予測できないので自分のペースで行えること/自宅で選択が出来る/イ
ンターネット等を通してのサービスであればいつでも自分の好きな時間
に受けられる/自分の都合で利用できる

繰り返し確認できる（14/4.3%） 同じことを何回も繰り返してもらう/継続できるように繰り返し見られ
る/繰り返し確認できる

定期的な配信がある（30/9.2％） 定期的に配信日時が決まっており，情報が得られる/配信を定期的に行っ
ている/定期配信

具体性（19/5.9％） わかりやすく具体的な指導/NHKの体操など健康に焦点をあてた放送の
ようなもの/見てすぐに取り組めるもの

シンプルな情報（18/5.6%）

利用する時，情報量を余り見過ぎるので，ポイントを正しく受け止めら
れるような工夫/後期高齢者（認知症予防）にわかりやすい動画/自宅で
も手軽に出来る方法（体操など）/内容が平易で楽しく誰でも利用できる
もの

洗練された操作性（12/3.7％）

ネットを開いてそこの画面を出すまでに時間がかからない/簡単にでき
る/パソコンをうまく利用できるまでにまだなっていない人でも理解で
きる方法/自分のネット環境で画面サイズ別の情報が取得できる/操作が
簡単

効果（9/2.8％） 運動によって予防の効果がデータで示している/定量的なデータを提供
している/インターネット配信の有効性を周知

ICTの利活用機会
（35/10.8％）

インターネットの受容
（28/8.6%）

インターネットの利用が好きということ/インターネットにある程度，
慣れている/インターネットで情報を得ようとすること

インターネットを利用する機会
（7/2.2％）

インターネットで情報を得る機会が多い/実際にインターネットに触れ
る機会/パソコンを持っている/インターネットが自由に使える

価格の配慮（34/10.5％） 価格の配慮（34/10.5％） 低価格であってほしい/無料で/安い費用で情報を入手できる

安全性（30/9.3％）

セキュリティ（14/4.3％）
インターネットは怖いので危なくないもの/健康に関する個人データな
どの収集とも密接にかかわりがあるので個人情報管理の問題などその仕
組み/情報が漏洩しないこと

信頼性（16/5.0％）
インターネットでも色々サービスがあるので，安心できる発信先と内容
が見極められる/サービス提供者などの不安がないもの/実施主体が信頼
のおけること．公的サービス

様々な交流（29/9.0%）

気軽にできる問い合わせ
（15/4.7％）

人と人との交流の中での指導/メールとかで質問できる/運動の方法など
を画面を通してでも専門家に教えてもらえる

仲間との共有（14/4.3％） 続けるには仲間がいた方が続く/一緒に運動をする仲間/外出したり，他
の人との交流/仲間との情報の交換

社会参加（26/8.0%）

外出機会（18/5.6％） 外出する機会を作り引きこもりにならない/家で運動より，外出した方
が健康にはよいと思う

自治体活動への活用（8/2.4%）

区で行っている脳活の活動を自分達で行うのでその活動に活用できる/
自分たちの活動にも使えるもの
* 記載した当事者より，Webアプリケーションを通して自治体活動への
参加の促進や仲間との交流に活用できればと説明あり
* 脳活は認知症予防の活動

個人に適した内容
（23/7.1％）

個々の体調に合わせた内容
（18/5.6％）

双方向での対応/個々の体調やコンディションに会ったプログラムの提
供/自分に合う体操/インターネットをみながらの体操が個人レベルに
合ったもの/個々の疾病について，それぞれに対応した体操の仕方/パー
ソナル運動プログラムの提供/持病に対応したステップ UPプログラム
の提供と指導

高齢者に合わせた内容
（5/1.5％）

高齢者向けの体操/高齢者と若い人向けは違う/高齢者の体力や気力に
合ったもの

自己理解（14/4.3%）

日々の体調確認と比較
（12/3.7％）

体調がチェックできる（血圧，脈拍など）/歩いたり距離の比較が出来る/
始めた時と時間が経った時の違いがわかる/継続期間や頻度がわかりや
すい

適切な自己認識（2/0.6％） 自分の健康状態を熟知し，知りたい分野を検索してとる/自分自身の状
態を適切に認識できる
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己理解である．

1）使いやすさ［133記録単位：41.0％］

　このカテゴリーは，「自分のペースで行える」，「イン

ターネット等を通してのサービスであればいつでも自

分の好きな時間に受けられる」などの〈自分のペースで

実施できる〉，「同じことを何回も繰り返してもらう」，

「繰り返し確認できる」などの〈繰り返し確認できる〉，

「定期的に配信日時が決まっており，情報が得られる」，

「配信を定期的に行っている」などの〈定期的な配信

がある〉，「わかりやすく具体的な指導」，「NHKの体

操など健康に焦点をあてた放送のようなもの」などの

〈具体性〉，「利用する時，情報量を余り見過ぎるので，

ポイントを正しく受け止められるような工夫」，「後期

高齢者（認知症予防）にわかりやすい動画」などの〈シ

ンプルな情報〉，「ネットを開いてそこの画面を出すま

でに時間がかからない」，「簡単にできる」などの〈洗

練された操作性〉，「運動によって予防の効果がデータ

で示している」，「インターネット配信の有効性を周知」

などの〈効果〉という 7つのサブカテゴリーから生成

された．

2）ICTの利活用機会［35記録単位：10.8％］

　このカテゴリーは「インターネットの利用が好きと

いうこと」，「インターネットで情報を得ようとするこ

と」などの〈インターネットの受容〉，「インターネッ

トを利用して情報は得る機会が多い」，「実際にイン

ターネットに触れる機会」などの〈インターネットを

利用する機会〉という 2つのサブカテゴリーから生成

された．

3）価格の配慮［34記録単位：10.5％］

　このカテゴリーは「低価格であってほしい」，「無料

で」などの〈価格の配慮〉という 1つのサブカテゴ

リーから生成された．

4）安全性［30記録単位：9.3％］

　このカテゴリーは「インターネットは怖いので危な

くないもの」，「情報が漏洩しないこと」などの〈セキュ

リティ〉，「インターネットでも色々サービスがあるの

で，安心できる発信先と内容が見極められる」，「サー

ビス提供者などの不安がないもの」などの〈信頼性〉

という 2つのサブカテゴリーから生成された．

5）様々な交流［29記録単位：9.0％］

　このカテゴリーは「人と人との交流の中での指導」，

「メールとかで質問できる」などの〈気軽にできる問

い合わせ〉，「続けるには仲間がいた方が続く」，「外出

したり，他の人との交流」などの〈仲間との共有〉と

いう 2つのサブカテゴリーから生成された．

6）社会参加［26記録単位：8.0％］

　「外出する機会を作り引きこもりにならない」，「家

で運動より，外出した方が健康にはよいと思う」など

の〈外出機会〉，「区で行っている脳活の活動を自分達

で行うのでその活動に活用できる」，「自分たちの活動

にも使えるもの」などの〈自治体活動への活用〉とい

う 2つのサブカテゴリーから生成された．

7）個人に適した内容［23記録単位：7.1％］

　このカテゴリーは，「個々の体調やコンディション

に会ったプログラムの提供」，「自分に合う体操」など

の〈個々の体調に合わせた内容〉と，「高齢者向けの

体操」，「高齢者と若い人向けは違う」などの〈高齢者

に合わせた内容〉という 2つのサブカテゴリーから生

成された．

8）自己理解［14記録単位：4.3％］

　このカテゴリーは，「体調がチェックできる（血圧，脈

拍など）」，「歩いた距離の比較が出来る」などの〈日々

の体調確認と比較〉，「自分の健康状態を熟知し，知り

たい分野を検索してとる」，「自分自身の状態を適切に

認識できる」などの〈適切な自己認識〉という 2つの

サブカテゴリーから生成された．

Ⅳ．考察

1．選択式質問で得られた結果による考察

　本研究の対象者が，所持しているインターネット情

報が得られる機器はスマートフォンとパソコンが多い

一方で，30.4％は全く所持していなかった．そして

44.4％の対象者はインターネットを日頃使用していな

かった．そのような中でも，健康支援を目的とした

Webアプリケーションに対し，58.8％の高齢者はある

程度の関心をもっていた．関心を示した対象者の内訳
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から男女に関心の差は認められなかったが，インター

ネットの利用頻度が高い対象者の方が関心は高く，利

用しない対象者ほど関心も低い傾向であった．しかし，

インターネットに接する機会がない人でも 40%程度

の人は関心を示していたことから，現在インターネッ

トを利用していない高齢者でも，健康支援を目的とし

たWebアプリケーションは，何らかの工夫により受

け入れられる可能性は示唆された．しかし，内閣府の

報告 29）では，55歳以上の高齢者の 30％程度は医療や

健康情報をインターネットで入手しているが，その中

で，自分でできる運動やマッサージの方法について調

べている人は 10％未満と非常に少ないことが示され

ている．高齢者は運動や体操の情報をインターネット

から入手する習慣はほとんどないため，健康支援を目

的としたWebアプリケーションの利活用当初より効

果や利便性などを感じないと，すぐに利用を中止して

しまう可能性が考えられる．

2．自由記述データから生成されたカテゴリーによる

考察

　本研究では，健康支援を目的としたWebアプリケー

ションについて，質問紙調査から，在宅高齢者が健康

支援を目的としたWebアプリケーションを利活用す

るために必要な要素を検討した．

　1）使いやすさに関する内容については，40%程度

の高齢者が記述しており，配信・視聴のペースや具体

性，シンプルな情報，洗練された操作性，効果を希望

されていた．Webアプリケーションの使いやすさに

関しては，ユーザビリティという用語が使われること

があるが，黒須は 30），ユーザビリティを使用するこ

とができることと説明しており，ユーザ工学ではユー

ザビリティは，操作性（取り扱いやすさ），認知性（わ

かりやすさ），快適性（心地よさ）といった下位概念

を含むと定義している 31）．これら下位概念は本研究

で得られた使いやすさの要素のサブカテゴリーと類似

しており，デジタル機器に不慣れな高齢者は，体力や

能力の差があっても使用することができることが多く

の高齢者にとって必要な要素であると考えられる．ま

た，Levineら 32）は，遠隔医療を提供している医療従事

者25名6グループにフォーカスグループインタビュー

を行い，身体的，経済的，または教育的（テクノロジー

への不慣れなど）制限により，高齢患者が機器を使用

できない，または不十分な使用に留まっていること

が，遠隔医療の阻害因子と報告している．そして，

Peekら 33）の，68歳以上 53名の高齢者へのフィール

ド調査では，通信技術の使用に関しては，高齢者は今

までの技術を放棄してまで，新しいテクノロジーを使

いたくないと述べられている．これらからも，使いや

すさへの配慮がなければ，健康支援を目的としたWeb

アプリケーションの利活用の阻害要因になる可能性が

高い．高齢者に合わせた画面や文字の大きさ，情報量，

基本機能がわかりやすく配置された操作性，探してい

る情報が簡単，すぐにみつかる機能など使いやすい

Webアプリケーションを構築していくことは，高齢

者が，利活用するために重要であると考えられる．

　2）ICTの利活用機会については，インターネット

の受容，インターネットを利用する機会のように，

ICTの受け入れや利用機会があり，ICTサービスに参

加するために必要な気持ちや環境が要素として生成さ

れた．Fosterら 34）は，遠隔医療試験に参加しない人々

は，インターネットやコンピューターを使用するため

の手段や技術がなく，インターネットのヘルスサービ

スに参加した人々は，参加を辞退した人と比較して，

優れたデジタルスキルを持ち，デジタルテクノロジー

をより頻繁に使用していると報告している．また，Kim

ら 35）は，一般に，高齢者は若い人々よりもコンピュー

タリテラシーのレベルが低いと報告している．これら

の先行研究が裏付けるように，Webアプリケーション

を利活用する気持ちや環境が備わっていない場合，遠

隔支援の拒絶につながる可能性があり，Webアプリ

ケーションの導入にあたっては ICTの利活用機会は，

健康支援を目的としたWebアプリケーションを利活

用するための基盤になると考えられる．

　3）価格の配慮では，初期費用や継続費用が低価格

や無料など価格への配慮が要素として生成された．

Rossら 36）は，ehealthの実装に影響を与える要因の系
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統的レビューにおいて，初期費用や継続費用など費用

に関する内容が，実装の推奨事項として示されてい

る．また，Chung ら 37）は，インターネット利用者は

高学歴，高収入であり，多くのサポートを受けている

と報告している．これらから，価格の配慮は必要であ

り，かつ効果に応じた価格への配慮があれば，高齢者

が納得して利用することができる可能性があるため，

Webアプリケーションの利活用を促進することや，利

活用の継続を促進する要素になると考えられる．

　4）安全性では，セキュリティ，信頼性というプラ

イバシーの保護や，情報の信頼性など情報通信技術の

使用における課題が要素として生成された．Zettel-

Watsonら 38）は，未利用者がオンラインの健康管理ツー

ルを使用する際の最大の障壁は，単なる知識の欠如

と，インターネットのセキュリティやプライバシーに

対する懸念であると報告している．安全性に対する懸

念の多くは対象者のプライバシーや重大な犯罪に巻き

込まれるリスクという懸念が多いことが考えられる．

一方で，Angstら 39）は，プライバシーの懸念に対して

は，システムの使用範囲など適切な枠組みを示すこと

で，その態度は変えられると報告しており，個人情報

の使用範囲や，システムの公開範囲など枠組みを示す

ことは対象者の安全性に対する懸念を払拭する可能性

がある．

　5）様々な交流では，気軽にできる問い合わせ，仲

間との共有のように，自分以外の他者とのメールや会

話など交流が可能なシステムやプログラムが生成され

た．Ware ら 40）の，50歳以上の成人 15名を対象とし

た 2つのフォーカスグループからなる質的研究では，

eHealthなど新しい技術により，同じような健康状態

で生活していた人々の有用な情報と感情的なサポート

（オンラインサポートグループ，患者フォーラム，病

院やクリニックの患者評価など）を提供していると報

告しており，仲間の存在は，システムやプログラムの

内容以外の健康支援として機能する可能性があると考

えられる．一方で，Currieら 41）は，遠隔医療のよう

なテクノロジーの使用は，医療および社会福祉の専門

家による直接訪問と一緒に提供されることを高齢者は

望んでいたと報告していることから，ビデオ通話など

オンラインでの交流だけでは不十分な可能性がある．

これらから，Webアプリケーションによる健康支援

において，ビデオ通話やメールなどのオンラインでの

コミュニケーションは必要であり，定期的に医療従事

者が訪問するなど対面による交流を望む高齢者にも対

応できるような支援体制を構築する必要があると考え

る．

　6）社会参加では，外出機会や自治体活動への活用

のように，外出や他者との集会に活かすなど社会参加

の要素が生成された．Rogersら 42）は，社会的つなが

りは，全体的な生活の質の主要な要因であり，社会活

動は健康と福祉にとって重要と述べ，American Asso-

ciation of Retired Persons（AARP）の調査 43）では，高齢

者が社会的相互作用の機会を得るために，宗教団体や

その他の社会団体の近くに住むことを選択する可能性

があることを報告している．家族，友人，地域社会と

の社会的つながりは，高齢者が人生の満足度を高める

ために重要であり，高齢者への健康支援を目的とした

Webアプリケーションには，社会参加の拡大や社会参

加につながるような要素が必要であると考えられる．

　7）個人に適した内容では，個々の体調に合わせた

内容，高齢者に合わせた内容という個人の特徴や状況

など個別性に配慮した関わりが要素として生成され

た．Frennertら 44）は，対象者が遠隔健康支援システム

に参加するための最も重要な要素は，日常生活の自律

性を支援するシステムが含まれていることであり，カ

スタマイズが重要であると述べている．また，Dhillon

ら 45）は，高齢者のニーズに合わせた適切な健康支援

アプリケーションがあれば，Webベースの患者中心

の健康管理システムの活用の動機づけとなると報告し

ている．そして，Wiklund Axelssonら 46）は，高齢者が

新しいスキルと知識を学習する必要があるため，適応

性，能力，および自尊心は，eHealthの適応に関連す

る決定要因となる可能性があると報告している．これ

らからも，個別性に配慮された内容は，健康支援を目

的としたWebアプリケーションを利用する動機付け

となり，利用を促進する要素となると同時に，継続要
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因にもなると考えられる．

　8）自己理解では，日々の体調確認と比較，適切な

自己認識のように，対象者自身が自分の考えや行動，

健康に関する状態を適切に理解するといった内容が要

素として生成された．我が国が推進している地域包括

ケアシステムが効果的に機能するには，自助・互助・

共助・公助の理解が必要である．この中の自助には自

らの健康管理を行うセルフケア，自分のことは自分で

するといった自己管理が含まれており 47），自助を高

めるために，健康管理行動を身につける必要がある．

そこで重要なことは自身の理解であり，自らの健康を

適切に理解するため，自身の状態を測定，記録，観察

し認識することで，健康管理行動につながると考えら

れる．したがって，自己理解は健康支援を目的とした

Webアプリケーションにおいて，自助を高めるため

に必要な要素と考える．

　一方で，Huhら 48）は，高齢者は自分の行動や考え

を客観的に観察・記録するといったセルフモニタリン

グの概念に慣れていないことを報告し，辛島 49）は，セ

ルフモニタリングの効果を上げるためには自己評価と

フィードバックを含むことが必要と示している．した

がって，高齢者自身がWebアプリケーションを通し

て自分を客観的に分析するためには，観察や記録への

サポート体制に加えて，自己評価とフィードバックの

機会を設けることが必要と考えられる．

3．医療従事者が健康支援を目的としたWebアプリ

ケーションを利活用するために必要な要素を把握

しておく必要性

　本研究の結果より，対象者の 70％程度の方はイン

ターネット環境を有し，55%程度の方は生活の中でイ

ンターネットに接する機会があり，健康支援を目的と

したWebアプリケーションへは 60％程度の方が関心

を示していた．これらから，今後，高齢者が健康支援

を目的としたWebアプリケーションを利活用する機会

は，多数得られる可能性があると考えられる．加えて，

我が国の政策や 6），ICTと医療の進歩から，Webアプ

リケーションを利活用した健康支援に医療従事者が関

わることは，増えていくと予測される．その際，医療

従事者が高齢者に効果的にWebアプリケーションを

提供するため，高齢者が利活用するために必要な要素

を把握しておく必要性は，今後，高まると考えられる．

　医療従事者が高齢者に対し，ICTを使用して健康支

援を行うことについて，Barakatら 50）は，情報通信技

術を活用した健康支援分野に継続的に関心を持ってい

る，対象者の健康状態とデータの解釈・分析，継続的

にサポートとガイダンスを提供する能力，効果的にコ

ミュニケーションを図る能力，プライバシーと機密性

を維持する能力をコンピテンシーとして報告してい

る．医療従事者は，これらを身に付けるとともに，本

研究で得られた 8要素を把握することで，健康支援を

目的としたWebアプリケーションの効果的な提供が

可能になると考えられる．昨今のデジタル技術の医療

業界への進出を踏まえると，今後，遠隔で対象者を支

援し生活を豊かにする方法を検討するなど，医療従事

者養成校での教育や医療従事者の役割を再考すること

が必要になる可能性もあると考える．

4．本研究の限界と今後の課題

　今回，地域在住高齢者を対象に健康支援を目的とし

たWebアプリケーションを利活用するために必要な

要素について，質問紙調査での検討を行った．今後は，

介入の効果を検討することや，本研究で得られた要素

を基にしたWebアプリケーションを開発し，介入調

査をしていくことが必要と考える．

　また，本研究の対象者は，介護予防事業と健康関連

イベントの参加者であり，いずれも健康に関する興

味・関心は高いと考えられた．介護予防事業や健康関

連イベントに参加していないなど，健康に関心の低い

対象者では，健康支援を目的としたWebアプリケー

ションを利活用するために必要な要素は異なる可能性

がある．

　加えて，本研究の質問紙調査の対象者の約 8割は女

性であり，Rice51）の報告では，一般的に女性は男性よ

りも健康と社会的ケアにインターネットを使用する可

能性が高いと述べていることから，データに偏りがあ
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る可能性がある．そして，Torrent-Sellensら 52）は，人

口密度の低い地域に住んでいる人々は eHealthを集中

的に使用する傾向が低いという報告していることや，

Barbosa Nevesら 53）は，大規模なソーシャルネットワー

クを持つ個人は，新しい技術を導入する可能性が高い

という報告から，地域差や個人が元々持っているソー

シャルネットワークの大きさが要素に含まれる可能性

も否定できない．したがって，今回は含まれなかった

これらの要素の調査が必要であると考えられる．

Ⅴ．結論

　本研究は，在宅高齢者が健康支援を目的としたWeb

アプリケーションを利活用するために必要な要素を，

質問紙調査から得られた自由記述により検討した．分

析の結果，8カテゴリーが生成され，各カテゴリーを

本研究における要素として示した．本研究の新規性は，

我が国の高齢者が健康支援を目的としたWebアプリ

ケーションを利活用するために必要な要素を示したこ

とである．加えて，健康支援を目的としたWebアプ

リケーションを構築するうえで，Web上においても

社会参加や様々な交流を要素として考慮する必要性

が，高齢者への質問紙調査から示唆されたことである．

これらを考慮し健康支援を目的としたWebアプリ

ケーションを構築する必要があると考えられた．
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Elements needed for homebound elderly to 
use health supporting web applications

Shuhei TATEOKA, Takamichi TANIGUCHI, Motoko SUGIHARA and Daisuke HIRANO

　Abstract

Objective: To identify the elements necessary for elderly people to use web applications for health support.
Methods: A questionnaire was administered to 257 elderly people at home about web applications to support their health, and 
the free entries were analyzed qualitatively.
Results: From the 198 contextual units obtained from the subjects, 324 recording units were extracted. As a result of the 
classification of the extracted units based on similarity of semantic content, eight categories and 20 subcategories were 
generated to represent the elements necessary for the elderly to use health supporting web applications. The eight categories 
generated are ease of use, opportunities to use ICT, price considerations, safety, various interactions, social participation, 
personalized content, and self-understanding.
Conclusions: The results of this study suggest various elements to be included in the development and operation of web 
applications to support the health of elderly people at home.

Keywords：web application, health support, elderly, elements
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